
２０２４年７月
の参考銘柄

●ブロードコム（AVGO：NASDAQ $ 1,729.22）

通信用半導体大手。アップルの有力サプライヤーである。カスタム半導体・ＡＩサーバー同士を繋ぐ
高速ネットワーク機器に搭載される半導体を供給。７月１５日を落ち日として1株を10株へ株式分割を
行う予定。

●パロ・アルト・ネットワークス（PANW：NASDAQ $ 341.20）

ネットワークをサイバー攻撃から保護するセキュリティプラットフォームを手掛ける。グローバル大
企業、政府公共機関、医療機関などのユーザーにサービスを提供する。ＡＩセキュリティ製品の導入
も顧客基盤の強化に貢献。

●デル・テクノロジーズ（DELL：NYSE $ 142.67）

ＩＴ・ハードウェアメーカー大手。ＡＩ向けサーバーが好調。年間配当20％増配発表。

＜参考銘柄＞
ウォルト・ディズニー（DIS：NYSE $ 98.61）エヌビディア（NVDA：NASDAQ $ 128.28）
イーライ・リリー（LLY：NYSE $ 898.10）マイクロン・テクノロジー（MU：MSDAQ $ 136.82）
リヴィアン・オートモーティブ（RIVN：NASDAQ $ 14.65）

●日立製作所（6501：PRM 100株 3,687(円 約37万円）

総合電機・重電首位で事業広範囲。再生可能エネルギー送配電設備関連収益が好調。1株を5株に株式
分割したことにより投資しやすくなる。

●住友電工（5802：PRM 100株 2,441円 約25万円）

電力ケーブルや自動車用組み電線（ワイヤハーネス）に強み。2025年3月期に営業利益過去最高を見込
む（会社予想）。ドイツでは大型のケーブルプロジェクト（受注総額最大で３０億ユーロ（約５００
０億円））を受注。

●新明和工業（7224：PRM 100株 1,487円 約15万円）

ダンプカーやごみ収集車など特装車を手掛けているほか、防衛省向けの救難飛行艇製造に加えて、海
外民間航空機向けの機体コンポーネントも分担製造する。営業益続伸、連続増配。PBR0.89倍、配当利
回り3.44%（７月２日株価ベース）

＜参考銘柄＞
デンソー（6902：PRM 2,550円 約26万円）日本製鋼所（5631：PRM 4,678円 約47万円）
トヨタ自動車（7203：PRM 3,325円 約34万円）三菱電機（6503：PRM 2,658.5円 約27万円）
三井海洋開発（6269：PRM 2,879円 約29万円）

●インド株式ファンド（カレラアセットマネジメント）
主としてインドあるいはその他の金融商品取引所等に上場しているインドの企業の株式、預託

証券等に投資し、信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。

●ダイワ好配当日本株投信（季節点描）
わが国の株式に投資し、高水準の配当収入の確保と、値上がり益の獲得を通し、信託財産の成

長をめざします。

※ 交付目論見書の表紙を同封します。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2024年7月3日終値

2024年7月3日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から
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※ 目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・  ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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